
「地域支え合い体制づくり事業」事例集

要支援者台帳と情報共有体制づくり事業

（ 高浜町 ）

【１】要支援者情報の把握・共有

・一人暮らし高齢者（６５歳以上）、高齢者のみ世帯の者（６５歳以上）

・要介護者（要支援１～要介護５）

・障害者（身体障害者手帳、療育手帳、精神保健福祉手帳のいずれかを持つ者）

・その他支援が必要な者

要支援者の定義

実施地域  高浜町全域

実施主体  高浜町

所在地  高浜町宮崎７１－７－１

代表者  町長 野瀬 豊

基礎情報

福祉サービスの利用や見守りなどの支援が必要な方に関する情報を一元的に管理できるように「高浜
町要支援者台帳システム」を導入しました。
平常時だけではなく、災害時には「災害時要援護者」の避難支援に活用できるように防災担当課との

システム連携を行っています。

事業の概要

区長、民生委員、自主防災組織、社会福祉協議会、地域包括支援センター、在宅介護支援センター、消防

などの関係機関

情報の共有者

関係者からの情報を要支援者台帳に保存し、災害時や見守りなど必要に応じて共有します。

個人情報を提供する場合には、提供先やその目的によって提供範囲・項目について適切に対処します。

情報の共有方法
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要支援者数２０３３名（H２５年１月現在）

災害時要援護者候補者の抽出および登録の呼びかけに活用しています。

事業の実績、成果

問合せ先： 高浜町福祉課（TEL：０７７０-７２-５８８７ FAX：０７７０－７２－６１０９）

第三者にも要支援者の位置関係をわかりやすくするために、航空写真や住宅地図情報とリンクさせていま

す。

工夫した点

平成２３年度は県補助金（地域支え合い体制づく

り事業）を活用。

平成２４年度以降の保守費用は、町の一般財源で

対応しています。

事業の財源

集まる情報量が増えると更新などの管理

する負担も大きくなるため、項目や情報の

共有方法について整理が必要。

課題

関係機関と協力して、実態を反映した情報の把握に努めること。

地域の福祉活動の醸成に活用すること。

今後の目標


